
 
 



 
 

編集後記：やっと秋らしい気候になり、肌寒さも感じ
るようになりました。10/11 から観光庁の全国旅⾏⽀
援がスタート、基本的な感染対策を⾏うのは必須です
が、この機会に⽇本各地の秋を満喫し、⼼⾝共にリフ
レッシュする⽅もいらっしゃることでしょう。ストレ
スは万病のもとと⾔われます。お出かけになる⽅はお
気をつけて、⼤いに⼼の洗濯をなさってください。 
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TOPICS 
■受けさせっぱなしはＮＧ！ 

～健康診断有初見者には『受診勧奨』を！ 

◆事業者にもメリットの多い「受診勧奨」健康診断、 

「受けさせっぱなし」になっていませんか？ 

「要再検査」「要精密検査」「要医療」など有所見と判定

された労働者に対して、事業者は、「二次健康診断の

対象となる労働者を把握し、当該労働者に対して、二

次健康診断の受診を勧奨するとともに、診断区分に関

する医師の判定を受けた当該二次健康診断の結果を

事業者に提出するよう働きかけることが適当である」とさ

れています（厚生労働省「健康診断結果に基づき事業

者が講ずべき措置に関する指針」）。 

この受診勧奨をしなかったために企業が安全配慮義務

違反に問われた事件もあり、注意を要します。 

また、病気が重症化する前に医療機関を受診すれば、

労働者の健康リスクは低減されます。労働者に、健康に

長い間働き続けてもらうことができれば、企業の生産性

向上、ひいては業績向上にもつながるでしょう。 

近時は個人情報保護やプライバシーの観点から受診

勧奨を行わない企業も多いようですが、ぜひ積極的に

行いたいものです。 

 

◆受診勧奨の方法 

口頭で医療機関の受診を促すこともありますが、受診

勧奨は、一般的には文書で行うことが多いようです。 

受診勧奨文書の例がウェブサイト等で公開されていま

すので、参考にして作成するとよいでしょう。 

 

◆勧奨しても受診しない労働者がいる場合の対応 

受診勧奨を行っても、労働者が受診しないということも

考えられます。安全配慮義務の観点からは、万一に備

え、企業が義務履行のために最善を尽くしていたという

証拠を残しておくことが大切です。 

たとえば、企業がどのような受診勧奨を行ったのか、そ

れに対し労働者がどのような理由で受診を拒否したの

か、記録しておくことなどが考えられるでしょう。 

         

                 

   

  

  

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■10 月から始まる社会保険適用拡大への対応は 

お済みですか？ 

◆従業員数 101 人以上の会社のパート・アルバイトが 

厚生年金・健康保険の加入対象に！ 

加入対象 

(1)週所定労働時間 20 時間以上 

(2)月額賃金 8.8 万円以上 

(3)２カ月超雇用見込みがある 

(4)学生ではない 

以上４つに該当する従業員ですが、手取り収入への影

響から、働き方を変える人が出てくると考えられます。例

えば、加入希望の人がシフトを増やして手取り減を回避

したいと言ったり、扶養を外れたくない人がシフトを減ら

したいと言ったりするかもしれません。 

会社の保険料負担や発生する手続きも気になります

が、従業員が働き方を変えるとシフト編成等に影響が生

じる可能性もあります。従業員へのヒアリング等を行い、

支障が出ないように準備しましょう。 

 

◆短期パートの適用漏れに注意 

上記要件のうち、(3)は当初契約の雇用期間が２カ月以

内でも、契約更新等されると、当初から社会保険に加入

となります。これまでの「１年超」との要件が撤廃されるた

め、特に適用漏れに注意が必要です。 

年金事務所による調査で適用漏れは厳しくチェックさ

れ、万が一あると保険料の遡及払いが発生し、従業員

負担分も含めていったん会社が立て替えざるを得なくな

ったりします。適正に手続きがされているか、チェックし

ておくとよいでしょう。 

 

◆雇用保険料率も 10 月から引上げ 

従業員数100人未満の会社も、雇用保険料率の引上げ

による影響があります。一般の事業で事業主分が 1,000

分の 6.5 から 8.5 に、労働者分が 1,000 分の３から 1,000

分の５に引き上げられます。 

特に労働者分は平成 29 年度以降据え置かれていたた

め、若い従業員には率が変わるものと認識していない

人もいるかもしれません。10 月分の給与明細と一緒に、

保険料率の変更を案内してあげるとよいでしょう。 

 

【日本年金機構「令和４年 10 月から短時間労働者の適用拡大・

育休免除の見直し等が行われます」】 

https://www.nenkin.go.jp/oshirase/topics/2022/0729.html 

【厚生労働省「令和４年度雇用保険料率のご案内」】 

https://www.mhlw.go.jp/content/000921550.pdf 


